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公務公共サービス労働組合協議会
議　長　　中　村　　　讓

公務員制度改革と国家公務員の給与改定及び臨時特例等に関する要求について
　日頃の国政全般に対するご尽力と、公務員の適正な処遇及び職場環境の整備等に係るご努力に、心より敬意を表します。
さて、2月29日の参議院本会議において、民主、自民及び公明の三党が共同提出した「一般職の国家公務員の給与の改定及び臨時特例等に関する法律案」が可決・成立しました。これにより本年4月からの国家公務員給与は平均7．8％削減され、東日本大震災の復旧・復興のための財源として活用されることとなります。
一方、昨年5月、当時の菅政権との間において、政府自らが自律的労使関係制度（人事院勧告制度の廃止と協約締結権の回復）を先取ることを表明した交渉において、民主党及び政府との信頼関係のもと、東日本大震災の復旧・復興の財源に充当するため苦渋の判断と決断を持って対応した国家公務員の給与削減に係る労使合意を踏まえれば、「一般職の国家公務員の給与の改定及び臨時特例等に関する法律案」の前提となった三党政調会長合意は、極めて残念であります。
しかし、第180通常国会における政府・与党の政権運営が、過去に例のない難渋を極めているもと、民主党を中心とする政権が、国民が安心して暮らすことのできる社会を実現し国民から信頼される政権として機能するため、そして何より遅れている東日本大震災の復旧・復興の財源として一刻も早く措置することを最優先として、三党政調会長合意を受けとめることとしたところです。
　公務労協は、2月17日の民主党幹事長と連合会長の会談を踏まえ、今後、連合とともに組織の総力を傾注し、「国家公務員制度改革関連四法案」の今国会における成立と、「地方公務員の労働関係に関する法律案」等の早期国会提出と成立に向け、とくに公務員の労働基本権の回復は、60年余の公務労働運動の悲願であるとともに、政権交代という千載一遇の機会において、そして、すでに人事院勧告による給与決定システムが機能し得ない現状のもと、向後の公務員給与決定システムに係る展望を確保するという観点から、何としても達成しなければならない至上命題として持てる力のすべてを注ぐ決意です。
　つきましては、貴職におかれては、以下の事項を実現されるよう強く求めます。
記

１．東日本大震災の復旧・復興の財源となる国家公務員給与の削減について、職員の士気を確保するためにも、例えば「就学が困難となった児童生徒等に対する就学援助・授業料等減免・奨学金事業等への支援等に必要な経費」に充てる等、その具体的な使途を明らかにすること。

２．「国家公務員制度改革関連四法案」の早期審議入りと成立に向けて、全力をあげること。また、消防職員の団結権の付与をはじめとする「地方公務員の労働関係に関する法律案」等について、直ちに国会提出をはかること。

３．地方公務員給与の取扱いについては、引き続き、財政上の措置を含め地方公務員への国家公務員給与削減の影響を遮断すること。

４．国家公務員において「平成２３年度人事院勧告の実施に伴う年間調整」が措置された。独立行政法人及び特殊法人等の給与については、法人の自律的・自主的な労使関係を前提とした労使交渉において決定するものであることに係る政府の十全の認識を明らかにすること。
以　　上
